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概 要

企業動向調査（本社企業）
平成１４年７月～９月期現状見通し
平成１４年10月～12月期 見 通 し

平成１４年９月２７日
経 済 産 業 省
経済産業政策局調査課

（ポイント）

○今期（７～９月期）の業況は、前期（４～６月期）に引き
続き、製造業、非製造業ともに「悪化」超となった。
全産業で「悪化」超幅は拡大した。製造業では 「悪化」超、

、 、「 」幅は前期に比べやや縮小したものの 非製造業では 悪化
超幅は拡大し、悪化の度合いは強まった。
○今期の製品在庫、雇用状況についても、前期に引き続き、
製造業、非製造業ともに「過剰」超となった。製品在庫の
過剰感は前期と同程度となったものの、雇用の過剰感は緩
和した。
○来期（10～12月期）の業況は、製造業で「悪化」超幅が縮
小、非製造業で「好転」超が見込まれており、全体として
も「悪化」超幅が縮小する見込み。

１.調 査 時 点 ：平成１４年８月中旬
（毎年２月中旬、５月中旬、８月中旬、１１月中旬の四半期ごとの調査）

２.調査対象期間 ：平成１４年７～９月期現状見通し及び平成１４年10～12月期見通し
、 。３.調 査 対 象 ：我が国企業のうち 平成１３年３月末現在で以下の条件をすべて満たす企業

①金融･保険業及び不動産業を除く全業種
②資本金１億円以上
③従業者５０人以上
④海外現地法人を保有

、 。４.調 査 方 法 ：対象となる本社企業に調査書類を配布し 記入・返送していただく書面調査

○ 今回の調査対象企業数 １７０３社 ※回答率７０．６４％

（注）１３年１～３月期以前のＤＩ数値は、参考として過去の産業経済動向調査の結果を表示し
たもので、企業動向調査の結果とは接続しない。

【お問い合わせ先】
調査課（本館８階西６）担当：杉浦、池田

（内線）2521 （直通）03-3501-1625
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．業況（前期比判断：好転－悪化）１

●今期（７～９月期）の業況は、前期（４～６月期）に引き続き、製造業、非
製造業ともに「悪化」超となった。製造業では 「悪化」超幅は縮小したもの、
の、非製造業では 「悪化」超幅は拡大し、全産業でも「悪化」超幅がわずか、

、 。に拡大するなど ２期連続で続いていた業況持ち直しの動きが鈍化している
●製造業では、食料品が「好転」超から「悪化」超に転じたものの、輸送機械
で「悪化」超から「好転」超に転じたほか、一般機械、木材・紙・パルプ等
「 」 、 。で 悪化 超幅が縮小しており 全体的に業況悪化の度合いは緩和している
●非製造業では、建築以外の全業種で悪化の度合いは強まっている。
●来期（10～12月期）については、製造業では、輸送機械が「悪化」超が、精
密機械では「悪化」超幅の拡大が見込まれているものの、それ以外では、
「好転」超又は「悪化」超幅縮小が見込まれている。

【業況判断】

(13/7-9) (10-12) (14/1-3) 前期(14/4-6) 来期(10-12)今期(14/7-9)
全産業 ▲３７ → ▲５１ → ▲４３ → ▲１１ → ▲１２ → ▲ １
製造業 ▲４１ → ▲５４ → ▲４５ → ▲１１ → ▲ ９ → ▲ １
非製造業 ▲２８ → ▲４２ → ▲３９ → ▲１２ → ▲２２ → ０

【業況判断ＤＩの推移】
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（業況ＤＩ） 13年Ⅰ期以前の業況ＤＩは
産業経済動向調査データ

は景気後退局面
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【製造業の業況判断ＤＩ及びＩＩＰの推移】

【製造業における業況の推移】

【小売業の業況判断ＤＩ及び商業販売統計の推移】
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（ＩＩＰ）（業況ＤＩ） 13年Ⅰ期以前の業況ＤＩは
産業経済動向調査データ

は景気後退局面
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（注）
　　加工組立型業種は、一般機械、電気機械、輸送
　機械及び精密機械。
　　素材型業種は、繊維、木材･紙･パルプ、化学、
　窯業･土石、鉄鋼及び非鉄金属。

○製造業

□素材型業種

△加工組立型業
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（商業販売統計）（業況ＤＩ：小売業） 13年Ⅰ期以前の業況ＤＩは
産業経済動向調査データ
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【全産業の業況判断ＤＩ及び日銀短観（全産業大企業）業況ＤＩの推移】

２．売上高（前期比判断：増加－減少）

●今期の売上高は、製造業、非製造業ともに「減少」超となった。しかし、
「減少」超幅は縮小しており、売上高の減少の度合いは緩和している。
●来期については、製造業、非製造業ともに「増加」超が見込まれている。

【売上高】
(13/7-9) (10-12) (14/1-3) 前期(14/4-6) 来期(10-12)今期(14/7-9)
▲２５ → ▲３９ → ▲３３ → ▲１６ → ▲ ４ → ＋ ５産業全体
▲２７ → ▲４３ → ▲３７ → ▲１４ → ▲ １ → ＋ ４製造業
▲１９ → ▲３１ → ▲２５ → ▲２２ → ▲１５ → ＋ ７非製造業
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３．企業収益（前期比判断：好転－悪化）

●今期の企業収益は、前期に引き続き、製造業、非製造業ともに「悪化」超と
なった。しかし 「悪化」超幅は縮小しており、企業収益の悪化の度合いは緩、
和している。
●来期については、製造業、非製造業ともに「好転」超が見込まれている。
●今期における企業収益の悪化の要因としては、製造業、非製造業ともに、
①売上数量の減少、②売上単価の低下と回答した企業が多くみられた。

【企業収益】
(13/7-9) (10-12) (14/1-3) 前期(14/4-6) 来期(10-12)今期(14/7-9)
▲２９ → ▲４１ → ▲３５ → ▲１１ → ▲ ８ → ＋ ３産業全体
▲３２ → ▲４４ → ▲３８ → ▲ ９ → ▲ ６ → ＋ ３製造業
▲２１ → ▲３０ → ▲２７ → ▲１７ → ▲１４ → ＋ ５非製造業

【企業収益悪化の要因】

売上数量 売上単価 人件費 原材料費 金利負担 その他
の減少 の低下 の上昇 の上昇 の増加

製 造 業 53.7% 34.1% 2.8% 3.7% 0.0% 5.6%

非製造業 63.0% 22.8% 1.1% 0.0% 0.0% 13.0%

【企業収益好転の要因】

売上数量 売上単価 人件費 原材料費 金利負担 その他
の増加 の上昇 の低下 の低下 の減少

製 造 業 72.9% 4.0% 15.8% 4.5% 0.0% 2.8%

非製造業 74.1% 0.0% 18.5% 0.0% 3.7% 3.7%

【企業収益判断ＤＩ及び法人企業統計調査による経常利益（前年同期比）の推移】
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は景気後退局面
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４．製品在庫（水準判断：過剰－不足）

●製品在庫は、製造業、非製造業ともに「過剰」超となった。製造業では、
「過剰」超幅は前期と同じであり、非製造業では 「過剰」超幅は、わずかに、
拡大し、依然、製品在庫に対する過剰感が見受けられる。
●来期については、製造業、非製造業ともに「過剰」超幅は縮小し、過剰感は
緩和すると見込まれている。

【製品在庫】
(13/7-9) (10-12) (14/1-3) 前期(14/4-6) 来期(10-12)今期(14/7-9)

産業全体 ＋１８ → ＋１８ → ＋１６ → ＋２１ → ＋２１ → ＋１１
製造業 ＋２１ → ＋２０ → ＋１８ → ＋２３ → ＋２３ → ＋１１
非製造業 ＋ ８ → ＋１０ → ＋ ９ → ＋１５ → ＋１６ → ＋１１

【製造業における製品在庫の推移】

５．雇用状況（水準判断：過剰－不足）

、 、 、 「 」 。●雇用状況は 前期に引き続き 製造業 非製造業ともに 過剰 超となった
しかし、製造業、非製造業ともに 「過剰」超幅は縮小しており、雇用の過剰、
感は緩和している。
●来期についても 「過剰」超ではあるものの、雇用の過剰感は製造業を中心に、
薄らぎ、全産業で過剰感は緩和すると見込まれている。

【雇用状況】
(13/7-9) (10-12) (14/1-3) 前期(14/4-6) 来期(10-12)今期(14/7-9)

産業全体 ＋２３ → ＋３０ → ＋３１ → ＋２４ → ＋２０ → ＋１７
製造業 ＋２７ → ＋３４ → ＋３６ → ＋２７ → ＋２２ → ＋１８
非製造業 ＋１２ → ＋１９ → ＋１７ → ＋１６ → ＋１４ → ＋１４

22

19

26

21

2323

18
20

21 23

24 2324

18
20

15

20

25

7-9 10-12 14/1-3 14/4-6 14/7-9

（注）
　　加工組立型業種は、一般機械、電気機械、輸送
　機械及び精密機械。
　　素材型業種は、繊維、木材･紙･パルプ、化学、
　窯業･土石、鉄鋼及び非鉄金属。

△加工組立型業

○製造業 □素材型業種
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【雇用状況ＤＩの推移】～過去、雇用状況ＤＩは景気に対して３～４四半期遅行して推移～

６．生産設備（水準判断：過剰－不足）

●生産設備は、前期に引き続き「過剰」超となったものの、前期に引き続き
「過剰」超幅は縮小傾向にあり、設備の過剰感は緩和されている。
●来期についても「過剰」超であるものの、設備の過剰感は一層緩和すると見
込まれている。

【生産設備】
(13/7-9) (10-12) (14/1-3) 前期(14/4-6) 来期(10-12)今期(14/7-9)

製造業 ＋２２ → ＋３０ → ＋３１ → ＋２６ → ＋２０ → ＋１６

７．為替レート（水準判断：円高－円安）

●製造業の為替レート水準の判断は、全ての業種で「円安」超から「円高」超
、 「 」 「 」 。となり 製造業全体でも７期振り(＊)に 円安 超から 円高 超となった

●来期については、全業種で「円高」超幅の縮小が見込まれている

【為替レート】
(13/7-9) (10-12) (14/1-3) 前期(14/4-6) 来期(10-12)今期(14/7-9)

製造業 ▲２９ → ▲１６ → ▲５６ → ▲１７ → ＋３４ → ＋１８

（＊）１３年１－３月期以前の結果は、過去の産業経済動向調査のものであるため、連続性がな
い点に留意が必要。
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（ 参考 ）
企業動向調査による主要業種の概況

１）製造業

企業項目
業況 今回調査にみられる主なポイント売 上 高

収益業種

ê ê食 料 品

売上は減少、企業収益も悪化。生産体制がアジア中心
繊 維 にグローバル化し、国内生産は減少。国内での需要回ê ê ê

復が見込めないことから、業況は悪化。

売上は減少、企業収益も悪化。紙・板紙の輸出はア
ジア向けが好調、内需も減少幅が縮小し、全体に下げ木材･紙･ﾊ゚ ﾙﾌ゚

ê ê

ê
止まりつつあり、市況は軟調ながらも、業況の悪化の
度合いは緩和。

売上 減少、企業収益 悪化。石油化学 内需 総は も は が
化 学 低調、輸出 増加傾向 、基調 弱 。ê ê ê じて は ながら としては い

も で したものの の により市況 一部 改善 、原料価格 上昇等
業況 悪化。は

売上、企業収益ともに不変。セメントは輸出が増加
窯業・土石 傾向にあるが、公共事業、民間設備投資等の低迷からê

内需は依然不振。市況も低水準にあり、業況は悪化。

売上は増加、企業収益は不変。内需は自動車向けを
鉄 鋼 除き低水準が続いているが、輸出はアジア向けに引き

続き増加、市況も回復傾向にあり、業況は不変。

は も ファイバ やアル売上 増加、企業収益 好転。光 製品
ミ で ながら ち しの き 、非 鉄 金 属 圧延製品等 、低水準 持 直 動 。一方
ケーブル が き き であることから、 の電線・ 等 引 続 低調 業況

好転 度合 緩和。の いは

売上は増加、企業収益は悪化。受注は内需で依然低
一 般 機 械 迷しているものの、外需に明るい動きがみられ、業況

ê ê

の悪化の度合いは緩和。

売上は増加、企業収益も好転。受注の伸び悩みや米
電 気 機 械 国経済の先行不透明感及び円高懸念とともに、国内需ê

要の低迷から業況は悪化。

売上、企業収益ともに好転。自動車の国内販売は不
輸 送 機 械 振が続いているものの、北米向けを中心に輸出が好調

であることから、業況は好転。

(注) はプラス幅に変化なし又は拡大、 はプラス幅縮小。 は不変。
はマイナス幅縮小、 はマイナス幅に変化なし又は拡大。

ê

ê
なお、DI値の数字は付属統計資料を参照のこと。



２）非製造業

項目 企業
業況 今回調査にみられる主なポイント売 上 高

業種 収益

売上は増加、企業収益も好転。客数は増加してい
小 売 るものの、売上単価の減少傾向が続いていること等ê

から、小売業全体の業況は悪化。

売上は減少、企業収益も悪化。設備投資の減少や
サ ー ビ ス 経費削減を受けて、ソフトウェアやデータベースのê

ê ê

受注や情報関連機器などのリースが減少し、業況は
悪化。

ê ê ê

建 築

ê ê ê商 社

(注) はプラス幅に変化なし又は拡大、 はプラス幅縮小。 は不変。
はマイナス幅縮小、 はマイナス幅に変化なし又は拡大。

ê

ê
なお、DI値の数字は付属統計資料を参照のこと。


